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「こころの健康を守り推進する基本法（仮称）」の法制化を求める意見書

　いま、国民の「こころの健康」は深刻な状況にある。平成10年から毎年3万人

以上の人々が、自殺によって命をなくしている。精神科を受診する人は、平成17

年には300万人以上、つまり40人に1人以上となっている。精神疾患の症状に

よる社会生活の困難さは外からは見えにくく、本人の生きづらさが理解され難いと

ころである。

　杉並区では精神障害者保健福祉手帳の所持者が、平成16年度末1，229名、

平成19年度末1，524名、平成22年度末2，123名と増加傾向にある。

　WHO（世界保健機構）によると、病気や怪我、自殺や事故、犯罪などがどれだ

け社会に影響を与えるかを測る「障害調整生命年（DALY指標）」においては、

日本や先進各国ではがんや循環器疾病に比べて、精神疾患が政策的重要度の最も高

い疾患であることが明らかにされている。

　平成23年7月6日、厚生労働省は「4大疾病」の「がん、脳卒中、急性心筋梗

塞、糖尿病」に精神疾患を加えて、　「5大疾病」とする方針を決めた。がん152

万人、糖尿病237万人に対して精神疾患は323万人に上り、重点対策が不可欠

と判断された。

　平成18年4月から3障害（身体・知的・精神）を一体に支援する法律がつくら

れたが、精神疾患へのサービスの基盤体制は遅れている。医療において精神科以外

の入院病棟は、患者16人に医師は1人以上である中、精神科病棟では患者48人

に医師1人以上など、一般の医療水準よりも低い状態となっており、慢性的な人手

不足の状況である。

　英国では1997年から医療改革・自殺予防に取り組み、自殺者が10年間で

15．2％減少という成果を上げている。統合失調症の治療では、薬物・心理療法

のみの治療に比較して、家族支援も合わせて実施すると、再発率が大きく低減でき

ることが立証され、患者を支える家族に対しても支援が重要だと認識されはじめて

いる。

　長期の精神障害を持つ人の家族が抱える困難は、一般の人々の3倍であるとも言

われ、家族への精神疾患・治療にっいての情報提供や実際的、具体的な支援が求め



られる。

　厚生労働省の「今後の精神保健医療福祉のあり方等に関する検討会」を受けて設

立された、医療福祉の専門家、学識経験者、当事者及び介護者（家族）による「こ

ころの健康政策構想会議」では、このようなわが国の状況を背景として、平成22

年5月末に厚生労働大臣へ「こころの健康政策構想会議提言書」を提出した。その

中で、精神医療改革・精神保健改革・家族支援を軸として、国民すべてを対象とし

た、髄こころの健康についての総合的、長期的な政策を保障する「こころの健康を守

り推進する基本法（仮称）」の制定を強く求めている。

　よって、杉並区議会は、国会及び政府に対し、「こころの健康を守り推進する基

本法（仮称）」の制定を強く求めるものである。

以上、地方自治法第99条の規定に基づき、意見書を提出する。
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